
 

 

 

 

 

社会保障改革と税制改革をめぐる課題 

 
 
 
 
 

主   催 全国市長会 

財団法人日本都市センター 

 

 

 

 

開催日時 平成 23 年 11 月 16 日（水） 15:15 ～ 17:15 

 

 

 

 

開催場所 全国都市会館２階 大ホール 東京都千代田区平河町 2-4-2 

 

 
 

 

 

 

 

第１１回 市長フォーラム 
 

・全国市長会 企画調整室 

〒102-8635 東京都千代田区平河町 2-4-2 03-3262-2312 

・財団法人日本都市センター 研究室 

〒102-0093 東京都千代田区平河町 2-4-1 03-5216-8771 



趣旨・目的 

 

政府においては、今年６月に「社会保障・税一体改革成案」が決定され、各分野で

改革案の検討が行われている。また、8 月には法制化された「国と地方の協議の場」に

「社会保障・税一体改革分科会」が設置されており、社会保障における国と地方の役割

とそれに見合った税源の確保について議論することとなっている。 

住民ニーズを的確に把握し、それに応じて地方単独事業を含めた社会保障サービ

スを提供する住民に最も近い基礎自治体の役割は大きなものがある。 

そこで、今回のフォーラムでは、社会保障改革と税制改革をめぐる課題について議

論し、今後の方向性を考えていくこととしたい。 

 

 

 
進   行 

15:15 開 会  

15:20 パネルディスカッション 

「社会保障改革と税制改革をめぐる課題」 

①社会保障改革の全体像と今後のあるべき姿について 

②子ども手当及び子ども・子育て新システムのあり方 

③医療保険・介護保険、障害者制度及び生活保護のあり方 

④必要財源の安定的確保と税制改革の方向性について 

 フロアーからの意見、質疑応答等 

17:15 閉 会 

 

 

 
★放映予定  本フォーラムの模様については、（財）自治体衛星通信機構の地域衛星

通信ネットワークにより、後日放映される予定です。 



講 師 紹 介 

 

コーディネーター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

池上 岳彦 (いけがみ たけひこ) 

 立教大学経済学部長・教授 

１９８２年東北大学法学部卒業。

同大学大学院経済学研究科修

了。博士（経済学）。新潟大学を

経て１９９９年から立教大学経済

学部教授。 

東京都税制調査会副会長、内閣府税制調査会専門

家委員会委員などを歴任。主な著書に『分権化と地

方財政』（岩波書店）、『租税の財政社会学』（税務経

理協会、共編著）、『地方交付税－何が問題か』（東

洋経済新報社、共編著）、『福祉レジームの収斂と分

岐：脱商品化と脱家族化の多様性』（ミネルヴァ書房、

共著）などがある。 

清原 慶子 （きよはら けいこ） 

        三鷹市長 

１９７４年慶應義塾大学法学部卒

業。同大学大学院法学研究科修士

課程修了及び同大学院社会学研

究科博士課程単位取得満期退学。 

              常磐大学人間科学部専任講師、ル

ーテル学院大学文学部教授、東京工科大学メディ

ア学部長等を経て、２００３年４月より三鷹市長に就

任（３期目）。総務省「情報通信審議会」委員、同省

「地域の自主性・自立性を高める地方税制研究会」

委員、全国市長会「共通番号制度等に関する検討

会」委員等を歴任。著書に『三鷹がひらく自治体の

未来～品格ある都市をめざして～』（ぎょうせい、共

著）等がある。 

パネリスト 

小西  砂千夫 （こにし さちお） 

            関西学院大学大学院経済学 

            研究科・人間福祉学部教授 

１９８３年関西学院大学経済学部

卒業。同大学大学院経済学研究

科博士課程修了。博士（経済

学）。 

政府税制調査会専門委員、総務省「市町村の合併に

関する研究会」座長、「定住自立圏構想研究会」座長

代理などを歴任。主な著書に『地方財政改革の政治経

済学』（有斐閣）、『自治体財政のツボ』（関西学院大学

出版会）、『基本から学ぶ地方財政』（学陽書房）、『市

場と向き合う地方債』（有斐閣、編著）などがある。 

大西 秀人 (おおにし ひでと) 

           高松市長・全国市長会副会長 

１９８２年東京大学法学部卒業   

後、自治省入省。宮城県・北九州 

市・岐阜県・国土庁・北海道・島根

県に勤務。 

            その後、総務省自治財政局地域企

業経営企画室長、同省情報通信政策局地域放送課

長を経て、２００７年４月より高松市長に就任（現在２期

目）。現在、全国市長会副会長、全国市長会介護保

険対策特別委員会委員長、中核市市長会副会長、

財団法人日本都市センター理事長等を務める。著書

に『地方自治行政の実務と理論―公務員の問題解決

のための Q&A』（第一法規、監修）等がある。 

青山  彰久 （あおやま あきひさ） 

          読売新聞東京本社編集委員 

          横浜支局、北海道支社、東京本社地方部、解説部次長を経て２００７年４月から編集委員。地方自

治、地方財政、分権改革を担当。日本自治学会理事・企画委員、総務省「過疎問題懇談会」委員、

千葉大法経学部非常勤講師。地方六団体「新地方分権構想検討委員会」委員などを歴任。著書に

『よくわかる情報公開制度』（法学書院）、『住民による介護・医療のセーフティーネット』（東洋経済新

報社、共著）。『雑誌「都市問題」にみる都市問題１９２５－１９４５』（岩波書店、共著）、など。長野市出

身。55 歳。 

 

 


